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スウェーデン雇用保障法2006年・07年改正法による
　　有期労働契約規制形式の変更の意義と効果
青　野
?
　有期労働契約規制の強化を図る近時の国際的動向の嗜矢は、スウェーデン1974年の雇用保障法によ
る厳格な有期労働契約規制であった。同法は、雇用保障を政策価値として設定して、解雇制限原則の
定立と有期労働契約の規制を内容とした。そして、同法の有期労働契約規制は、有期労働契約が認め
られる事由の限定、いわゆる「入口」規制を中心とするものであった。’74年法は有期契約の正当事由
を三つの事由に限定していたが、その後の数回の政権交代を契機に、「労働の柔軟化」の観点からの有
期労働契約事由の規制緩和が試みられた。その最大の規制緩和的改正が、1982年法改正であり、この
’82年法の枠組みのもとで、’94年及び’96年の小規模な法改正が実施され、2001年法で有期労働契約の
正当事由が最大化された。以上の法改正が続いた’90年代に、有期労働者数が急増し、政治問題化する
ことになる。
　この状況を背景に、社民党政権は、有期労働契約の規制の実効性を高める意図から有期労働契約規
制方式の変更を主張する労働組合の提案を入れて、従来の「入口」規制方式を残しつつも、一定期間
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経過後有期労働契約が無期労働契約に転換する制度を導入する「出口」規制方式を採用して、℃6年法
を制定した。だが、同法は制定直後に交代した保守連合政権の下で施行されず、同政府は急遽、「労働
の柔軟化」の観点から’07年法を制定した。しかし、同法は法文上の文言等を変更したものの、その具
体的な規制内容は’06年法と基本的には異なるものではなかった。
　本研究の主たるテーマは、以上の法改正にいたる改正論議をふまえて現行法の規範内容を特定し、
有期労働契約規制の新たな方式の意義と実効性を検討し、現在進行中のわが国立法論議に一定の示唆
を与えるうる知見を得たいとするものである
　そこで、2010年7月に実施した現地調査で、以上の規制形式の変更論議の出発点であり特に重視さ
れるべきスウェーデン労働総同盟の「強化された雇用保障のための簡素化」と題する2001年10月の報
告書及び現行法の基礎をなす二度の法改正についての政府提出立法案等の多数の立法資料を入手し、
分析を進めてきた。
　現行法における有期契約規制の評価に関するスウェーデン国内及び我国の学説には、もっぱら’07
年法に注目して、現行法は有期労働契約の利用の自由を促進する趣旨のものであり、「出口」規制はそ
の目的に資する方式として採用されたものと理解すべきと主張する見解もある。しかし、以上の法改
正の経緯とその間の論議を諸資料にそって分析すると、同見解は現行法による規制方式の変更の趣旨
を正しく認識したものとは解しがたいといわざるを得ない。この点を詳細に論証することによって、
そもそも有期労働契約規制にとって「出口」規制方式はどのような意義を持つと解すべきかという点
及びその規制方式における解釈論上の問題点を明らかにすることが、本研究成果にとっての第一の課
題である。
　さらに、相対的に厳格な「入口」規制方式を採用していた従来の立法のもとで、何故に、規制の実
効性を確保する為の新たな方式を必要とすると解されるまでに有期雇用が増加しえたのかを分析する
ことも、わが国の立法論議にとって不可欠なものであり、第二の課題となる。今日までの有期契約事
案に関する労働裁判所の裁判例の分析からは、スウェーデン労働裁判所は使用者の「有期雇用の必要
性」の判断をまずは尊重するという姿勢を’74年法当初より一貫して維持していることが指摘できる。
「使用者の労働力利用の自由」の観点から司法審査は有期雇用利用についての経営判断にまでは及ば
ないとするこの労働裁判所の解釈態度が、「入口」規制方式の実効性を減殺してきた主たる理由である
と思われる。そして、この労働裁判所の姿勢は、経済的解雇事案の判例傾向につながる同国裁判所の
特徴と解され、スウェーデン労働法「運用」の特質と評価できるものである。
　以上の二つの課題を中心に、研究成果を集約した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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